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愛媛県消費生活条例施行規則の一部を改正する規則を次の

ように定める。
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愛媛県消費生活条例施行規則の一部を改正する規則

愛媛県消費生活条例施行規則（昭和５０年愛媛県規則第３９号

）の一部を次のように改正する。

第２６条を第２７条とし、第１６条から第２５条までを１条ずつ繰

り下げる。

第１５条第１項中「第９条第１項」を「第１０条第１項」に改

め、同条第２項中「第９条第２項及び第１０条」を「第１０条第

２項及び第１１条」に改め、同条を第１６条とする。

第１４条を第１５条とし、第５条から第１３条までを１条ずつ繰

り下げ、第４条の次に次の１条を加える。

（不適正な取引行為）

第５条 条例第２０条第１項各号の規則で定める行為は、別表

の左欄に掲げる同項各号の区分に応じ、それぞれ同表の右

欄に掲げる行為とする。

２ 第３条第１項の規定は、条例第２２条の規定による周知に

ついて準用する。

３ 条例第２２条の規則で定める事項は、次に掲げるものとす

る。

� 商品又は役務の名称

� 取引行為の内容

� 事業者等の氏名及び住所（法人その他の団体にあつて

は、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地

）

附則の次に次の別表を加える。

別表（第５条関係）
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規 則

１ 条例
第２０条
第１項
第１号
の規則
で定め
る行為

１ 商品若しくは役務の販売の意図を隠し
、若しくは商品若しくは役務の販売以外
の行為が主要な目的であるかのような言
動等を用いて、又はそのような広告等で
消費者を誘引することにより、契約の締
結を勧誘し、又は契約を締結させる行為

２ 商品又は役務の内容、安全性、取引条
件、取引の仕組みその他消費者の判断に
影響を及ぼすこととなる重要な事項（以
下「商品又は役務に関する重要事項」と
いう。）で、事業者が保有し、又は保有
し得べきものを提供しないで、契約の締
結を勧誘し、又は契約を締結させる行為

３ 商品又は役務に関する重要事項につい
て、事実と異なる情報又は消費者を誤信
させるような情報を提供して、契約の締
結を勧誘し、又は契約を締結させる行為

４ 商品又は役務に関する重要事項のうち
、将来における不確実な事項について、
断定的な判断を提供して、契約の締結を
勧誘し、又は契約を締結させる行為

５ 商品又は役務に関する重要事項につい
て、実際のもの若しくは競争関係にある
他のものよりも著しく優良であり、又は
有利であると誤信させるような表現を用
いて、契約の締結を勧誘し、又は契約を
締結させる行為

６ 商品又は役務の購入、設置、使用又は
利用が法令等により義務付けられている
と誤信させるような言動等を用いて、契
約の締結を勧誘し、又は契約を締結させ
る行為

７ 自らを官公署、公共的団体若しくは著
名な法人等（以下「官公署等」という。
）の職員であると誤信させるような言動
等を用いて、又は官公署等の許可、認可
、後援、委託等の関与を得ていると誤信
させるような言動等を用いて、契約の締
結を勧誘し、又は契約を締結させる行為

８ 商品又は役務の販売に際し、事業者の
氏名若しくは名称若しくは住所について
明らかにせず、又は偽つて、契約の締結
を勧誘し、又は契約を締結させる行為

２ 条例
第２０条
第１項
第２号
の規則

１ 威圧的又は困惑させるような言動等を
用いて、契約の締結を勧誘し、又は契約
を締結させる行為

２ 消費者の意に反して、長時間にわたり
、又は反復して、契約の締結を勧誘し、
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で定め
る行為

又は契約を締結させる行為
３ 消費者が事業者に対しその住居又は業
務を行つている場所から退去すべき旨の
意思を示したにもかかわらず、それらの
場所から退去せず、又は消費者が勧誘さ
れている場所から退去する旨の意思を示
したにもかかわらず、その場所から当該
消費者を退去させないで、契約の締結を
勧誘し、又は契約を締結させる行為

４ 消費者の意に反して、早朝、深夜等生
活に支障のある時間帯に、又は勤務先等
に電話をし、又は訪問する等消費者が迷
惑を覚えるような方法で、契約の締結を
勧誘し、又は契約を締結させる行為

５ 商品又は役務の販売に関し、消費者の
拒絶の意思表示に反して、又はその意思
表示の機会を与えることなく、電気通信
手段を使用して一方的に広告宣伝等を反
復して送信することにより、契約の締結
を勧誘し、又は契約を締結させる行為

６ 消費者の年齢、職業、収入等契約を締
結する上で重要な事項について、偽るよ
うに唆して、契約の締結を勧誘し、又は
契約を締結させる行為

７ 路上その他の場所において消費者を呼
び止め、消費者の意に反して、その場で
、又は営業所その他の場所へ誘引してそ
の場に引き留め、威圧的若しくは困惑さ
せるような言動等を用いて、又は執よう
に契約の締結を勧誘し、又は契約を締結
させる行為

８ 商品又は役務を販売する目的で、親切
な行為を行い、又は他の商品若しくは役
務を無償若しくは著しく低い対価で提供
し、これによる消費者の心理的負担を利
用して、契約の締結を勧誘し、又は契約
を締結させる行為

９ 商品又は役務の購入資金に関して、消
費者からの要請がないにもかかわらず、
又はその要請に比べて過大に、貸金業者
等からの借入れその他の信用の供与を受
けることを勧めて、契約の締結を勧誘し
、又は契約を締結させる行為

１０ 消費者の取引に関する知識又は判断力
の不足に乗じて、商品又は役務に関する
重要事項について必要な説明をしないで
、消費者に著しい不利益をもたらすおそ
れのある契約の締結を勧誘し、又は契約
を締結させる行為

１１ 消費者の健康、財産、運命又は将来の
不安その他の生活上の不安を殊更に覚え
させるおそれのある言動等を用いて、消
費者を心理的に不安な状態に陥らせて、
契約の締結を勧誘し、又は契約を締結さ
せる行為

１２ 消費者若しくはその関係者に関する情
報若しくはこれらの者が過去に関係した
取引に関する情報を利用して、消費者に
不安を抱かせ、当該取引を継続する義務
があるかのように告げ、過去の不利益が
回復できるかのように告げ、又は現在被
つている不利益の拡大を防止し、若しく
は新たな不利益を被ることを阻止するこ
とができるかのように告げて、契約の締
結を勧誘し、又は契約を締結させる行為

１３ 消費者を集め、又は消費者が集まつて

いる場所において、主たる販売の目的以
外の商品又は役務を無償又は著しく低い
対価で提供することにより、不当に消費
者の購買意欲をあおり、消費者の合理的
な判断を妨げて、契約の締結を勧誘し、
又は契約を締結させる行為

３ 条例
第２０条
第１項
第３号
の規則
で定め
る行為

１ 消費者に名義の貸与を求め、これを使
用して、又は消費者を欺き、若しくは唆
して、実体と異なる契約又はその意に反
する債務を負担させる内容の契約を締結
させる行為

２ 法律の規定が適用される場合に比べて
、消費者の権利を制限し、又は消費者の
義務を加重することにより、信義誠実の
原則に反して消費者の利益を一方的に害
する内容の契約を締結させる行為

３ 契約に係る損害賠償額の予定、違約金
又は契約の解除に伴う清算金の定めにつ
いて、消費者に不当に高額又は高率な負
担を求める内容の契約を締結させる行為

４ 消費者の契約の申込みの撤回、契約の
解除若しくは取消し又は契約の無効の主
張をすることができる権利を制限して、
消費者に不当に不利益をもたらすことと
なる内容の契約を締結させる行為

５ 消費者が購入の意思表示をした事項と
異なる事項を記載した契約書等を作成し
て、消費者に不当に不利益をもたらすこ
ととなる内容の契約を締結させる行為

６ 消費者にとつて不当に過大な量の商品
若しくは役務又は不当に長期にわたつて
供給される商品若しくは役務の購入を内
容とする契約を締結させる行為

７ 契約に関する訴訟について、消費者に
不当に不利な裁判管轄を定める内容の契
約を締結させる行為

８ 商品又は役務の購入に伴つて消費者が
金融機関等から受ける借入れその他の信
用の供与が当該消費者の返済能力を超え
ることが明白であるにもかかわらず、そ
のような信用の供与を伴つた契約を締結
させる行為

９ 事業者の債務不履行若しくは債務履行
に伴う不法行為若しくは契約の目的物の
か し

瑕疵により生じる事業者の損害賠償責任
の全部若しくは一部を不当に免除し、又

か し

は瑕疵に係る事業者の修補責任を一方的
に免責させる内容の契約を締結させる行
為

１０ クレジットカード、会員証、パスワー
ドその他の商品の購入又は役務の提供を
受ける際に必要な資格を証するものが第
三者によつて不正に使用された場合に、
消費者に不当に責任を負わせる内容の契
約を締結させる行為

４ 条例
第２０条
第１項
第４号
の規則
で定め
る行為

１ 消費者、その保証人等法律上支払義務
のある者（以下「消費者等」という。）
を欺き、威迫し、若しくは困惑させて、
又は消費者等に対し、正当な理由がない
にもかかわらず、早朝、深夜等生活に支
障のある時間帯に、若しくは勤務先等に
電話をし、若しくは訪問する等の不当な
方法を用いて、契約に基づく債務の履行
を迫り、又は債務の履行をさせる行為

２ 消費者等を欺き、威迫し、又は困惑さ
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様式第１号中「第１０条」を「第１１条」に改める。

せて、金融機関等から預貯金の払戻し若
しくは借入れをさせ、若しくは生命保険
の解約をさせること等により、消費者等
に金銭を調達させ、債務の履行をさせる
行為

３ 正当な理由がないにもかかわらず、消
費者等に不利益となる情報を信用情報機
関（割賦販売法（昭和３６年法律第 １５９号
）第３８条に規定する信用情報機関、貸金
業の規制等に関する法律（昭和５８年法律
第３２号）第３０条第１項に規定する信用情
報機関その他これらに類する機関をいう
。）に通知し、若しくは消費者等の関係
者若しくは不特定多数の者に流布する旨
を告げ、又はこれらの行為を実行するこ
とにより、消費者等に心理的圧迫を与え
て、債務の履行を迫り、又は債務の履行
をさせる行為

４ 契約の成立、存続又は内容について消
費者等が争つているにもかかわらず、一
方的に契約の成立、存続又は内容を主張
して、商品若しくは役務の受領、使用若
しくは利用を迫り、又は債務の履行を迫
り、若しくは債務の履行をさせる行為

５ 消費者等の関係者で法律上支払義務の
ないものに、正当な理由がないにもかか
わらず、電話をし、又は訪問する等の不
当な方法を用いて、契約に基づく債務の
履行への協力を執ように要求し、又は協
力をさせることにより、消費者等に当該
債務の履行を迫り、又は債務の履行をさ
せる行為

６ 事業者の氏名若しくは名称若しくは住
所について明らかにせず、又は偽つて、
消費者等に対して、債務の履行を迫り、
又は債務の履行をさせる行為

５ 条例
第２０条
第１項
第５号
の規則
で定め
る行為

１ 履行期限を過ぎているにもかかわらず
、消費者からの債務の履行の督促に対し
て適切な対応をすることなく、当該債務
の全部又は一部の履行を不当に拒否し、
又は遅延させる行為

２ 法令の規定等により消費者に認められ
ている財務書類の閲覧権、事実又は情報
の開示を請求できる権利等の行使を拒否
し、閲覧、開示等を拒む行為

３ 継続的に商品又は役務を販売する契約
を締結した場合において、正当な理由が
ないにもかかわらず、取引条件を一方的
に変更し、又は債務の履行が終了してい
ないにもかかわらず消費者への事前の通
知をすることなく履行を中止する行為

６ 条例
第２０条
第１項
第６号
の規則
で定め
る行為

１ 消費者のクーリング・オフの権利（割
賦販売法第４条の４第１項若しくは特定
商取引に関する法律（昭和５１年法律第５７
号）第９条第１項に規定する契約の申込
みの撤回若しくは契約の解除を行う権利
その他これらの規定以外の法令の規定又
は契約により認められた権利でこれらの
権利に類するものをいう。以下同じ。）
の行使に際して、これを拒否し、若しく
は無視して、又は消費者を欺き、威迫し
、若しくは困惑させること等により、当
該クーリング・オフの権利の行使を妨げ
、契約の成立又は存続を強要する行為

２ 消費者のクーリング・オフの権利の行
使に際して、口頭による行使を認めてお

きながら、後に書面によらないことを理
由として、又は消費者のクーリング・オ
フの権利の行使を妨げる目的で消費者の
自発的意思を待つことなく商品若しくは
役務を使用させ、消費させ、若しくは利
用させて、契約の成立又は存続を強要す
る行為

３ 消費者のクーリング・オフの権利の行
使に際して、手数料、送料、サービスの
対価等法令上根拠のない要求をして、当
該クーリング・オフの権利の行使を妨げ
、契約の成立又は存続を強要する行為

４ 継続的に商品又は役務を供給する契約
を締結した場合において、消費者の正当
な根拠に基づく中途解約の申出に対して
、これを不当に拒否し、解約に伴う不当
な違約金、損害賠償金等を要求し、又は
威迫し、若しくは困惑させること等によ
り、契約の存続を強要する行為

５ １の項から４の項までに掲げるものの
ほか、消費者の正当な根拠に基づく契約
の申込みの撤回、契約の解除若しくは取
消しの申出又は契約の無効の主張に対し
、これを不当に拒否し、不当な違約金、
損害賠償金等を要求し、又は威迫する等
して契約の成立又は存続を強要する行為

６ 消費者のクーリング・オフの権利の行
使その他契約の申込みの撤回若しくは契
約の解除若しくは取消し又は契約の無効
の主張が有効に行われたにもかかわらず
、これを認めず、又は法律上その義務と
される返還義務、原状回復義務、損害賠
償義務等の履行を不当に拒否し、又はい
たずらに遅延させる行為

７ 条例
第２０条
第１項
第７号
の規則
で定め
る行為

１ 商品若しくは役務を販売する事業者又
はその取次店等実質的な販売行為を行う
者（以下「販売業者等」という。）から
の商品又は役務の購入を条件又は原因と
した信用の供与又は保証の受託（以下「
与信」という。）に係る債権及び債務に
ついて、重要な情報を提供せず、又は誤
信させるような表現を用いて、与信契約
等の締結を勧誘し、又は与信契約等を締
結させる行為

２ 与信が消費者の返済能力を超えること
が明白であるにもかかわらず、与信契約
等の締結を勧誘し、又は与信契約等を締
結させる行為

３ 販売業者等の行為が１の部から３の部
までに規定するいずれかの行為に該当す
ることを知りながら、又は与信に係る加
盟店契約その他の提携関係にある販売業
者等を適切に管理していれば、そのこと
を知り得べきであるにもかかわらず、与
信契約等の締結を勧誘し、又は与信契約
等を締結させる行為

４ 与信契約等において、販売業者等に対
して生じている事由をもつて消費者等が
正当な根拠に基づき支払を拒絶できる場
合であるにもかかわらず、正当な理由が
ないにもかかわらず、電話をし、又は訪
問する等の不当な方法を用いて、消費者
等に債務の履行を迫り、又は債務の履行
をさせる行為
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告 示

様式第２号中「第１３条」を「第１４条」に改める。

様式第３号中「第１４条」を「第１５条」に改める。

様式第４号中「第１７条」を「第１８条」に改める。

様式第５号中「第１８条」を「第１９条」に改める。

様式第６号中「第２２条」を「第２３条」に改める。

様式第７号中「第２３条」を「第２４条」に改める。

附 則

この規則は、平成１７年７月１日から施行する。

�������
�愛媛県規則第５２号
愛媛県環境影響評価条例施行規則の一部を改正する規則を

次のように定める。

平成１７年６月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県環境影響評価条例施行規則の一部を改正する規

則

愛媛県環境影響評価条例施行規則（平成１１年愛媛県規則第

２７号）の一部を次のように改正する。

第５２条の表中「第６３条」を「第７２条」に改める。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県告示第１１８４号
愛媛県青少年保護条例（昭和４２年愛媛県条例第２０号）第５条第２項の規定に基づき、次の図書類等を青少年の健全な育成を

阻害するおそれのある図書類等として指定する。

平成１７年６月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

図書類等

種 別 番 号 名 称 号別又は発行
年月日 発 行 者 諮 問 の 理 由

雑誌 １７‐００１ ミルキーママ コレクション ｖｏｌ．１ � 英 和 出 版 社 著しく性的感情を刺激し、又は

著しく粗暴性残虐性を有し、青

少年の健全な育成を阻害するお

それがある。

〃 １７‐００２ め・き・ら ＶＯＬ．２２ ６ 月 号 � 英 和 出 版 社

〃 １７‐００３ ニャン２倶楽部 ７ 月 号 � コ ア マ ガ ジ ン

〃 １７‐００４ クラスメイト ６月号増刊 � 光 彩 書 房

〃 １７‐００５ うるうるイチゴＵ－１５ ＶＯＬ．５ � 大 洋 図 書

〃 １７‐００６ ＧＲＥＡＴギャオス ＶＯＬ．５ ６月号増刊 � 東 京 三 世 社

〃 １７‐００７ ディープイノセント 富 士 美 出 版 �

〃 １７‐００８ 純愛ＧＵＭＩ ｖｏｌ．１ � マ ッ ク ス
コ ー ポ レ ー シ ョ ン

〃 １７‐００９ モォ・ガール海賊版 ＶＯＬ．１ ６月号増刊 � マ ッ ク ス
コ ー ポ レ ー シ ョ ン

〃 １７‐０１０ 熟女ものがたり Ｖｏｌ．２２ ７ 月 号 � 茜 新 社

〃 １７‐０１１ ＣＯＭＩＣ ＲｉＮ Ｖｏｌ．６ ６月号増刊 � 茜 新 社

〃 １７‐０１２ エンジェルシェア ＶＯＬ．０１ ６月号増刊 � 司 書 房

ビデオ
テープ １７‐０１３ 完全素人過激○生本番 �かおり１８才 ＫＮ－０１ 全 ○玉 素 人 協 会

〃 １７‐０１４ 出張ヘルス性処理隊２ ＡＭＵＳ－０２ ア ム ス テ ル ダ ム

〃 １７‐０１５ 新鮮少女 ｖｏｌ．３ ～くるみ～ ＨＡＪＵ－０３ 半 熟 倶 楽 部

〃 １７‐０１６ 徹底連続アクメ興奮映像 狂淫実験体２４号 相沢
すなお ＭＣ－０２４ メ ス カ リ ン

〃 １７‐０１７ 人妻淫靡Ｒ ＨＲ－０４ 人 妻 コ レ ク タ ー
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�愛媛県告示第１１８５号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第

１１０号。以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく

特定施設の設置の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県庁及び新

居浜市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する

。

平成１７年６月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

住友金属鉱山株式会社

東京都港区新橋五丁目１１番３号

代表取締役 福島 孝一

２ 事業場の名称及び所在地

住友金属鉱山株式会社磯浦工場

新居浜市磯浦町１７番３号

３ 特定施設に関する事項

廃ガス洗浄施設（評価除害塔）

４ 汚水等の処理施設に関する事項

�１汚水処理施設

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び

最大の値並びに汚水等の１日当たりの量

〃 １７‐０１８ 若妻の使用下着 橋本彩２０才の場合 ＷＳ－０４ 人 妻 品 評 会

ＤＶＤ １７‐０１９ キッチュ みひろ ＸＶ－２３３ � マ ッ ク ス ・ エ ー

〃 １７‐０２０ 純潔ガール 秋山かすみ ＤＶ－４０４ ジャパンホームビデオ�

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ０．０１

最大 ０．０２

備考 汚水は、循環使用後産業廃棄物処理業者で処理する。

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令
第１８８号。）別表第１第６２号 ホ廃ガ
ス洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １分間当たり８０ノルマル立方メートル
処理

工事の着手予定年月日 許可後直ちに

工事の完成予定年月日 着手後１ヶ月

使用開始の予定年月日 完成の翌日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使
用時間 約１６時間

特定施設の使用の季節的変
動の概要 無 し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ２～５

最大 ２～５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０

最大 ２０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０未満

最大 １０未満

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４０

最大 ８０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １未満

最大 １未満

設 置 年 月 日 平成１３年５月１５日

処 理 施 設 の 種 類 化学処理＋物理処理

処 理 施 設 の 型 式 中和＋凝集

処 理 施 設 の 構 造 ポリエチレン製及びステンレス製他

処 理 施 設 の 主 要 寸 法
縦 ９メートル
横 ２８メートル
高さ５メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり２，０００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 中和＋凝集

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使
用時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変
動の概要 無 し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 １～１１

最大 １～１１

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ８．０

最大 ８．５

通常 ８．０

最大 ８．５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ７０

最大 １００

通常 ２０

最大 ３０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２３

最大 ２８

通常 ２３

最大 ２８

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １未満

最大 １

通常 １未満

最大 １

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １，４３１

最大 １，７３９

通常 １，４３１

最大 １，７３９
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�１工場排水口

�������
�愛媛県告示第１１８６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の

規定により、喜多郡内子町大瀬東地域に係る県営土地改良事

業計画を変更したので、同条第６項において準用する同法第

８７条第５項の規定により、次のとおり土地改良事業変更計画

書の写しを縦覧に供する。

平成１７年６月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（農用地造成事業・内山地区）変更計

画書の写し

２ 縦覧期間

平成１７年６月６日から７月１日まで

３ 縦覧場所

内子町役場

�������
�愛媛県告示第１１８７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、西予市から協議のあった市営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（農道）・ムネヤシキ地区）の施行に

平成１７年５月２５日同意した。

平成１７年６月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１１８８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、西予市から協議のあった市営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（かんがい排水）・太郎原地区）の施

行に平成１７年５月２５日同意した。

平成１７年６月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１１８９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第１項

の規定により、西条市三芳土地改良区から次のとおり土地改

良事業の工事が完了した旨の届出があった。

平成１７年６月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１１９０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第１項

の規定により、西条市庄内土地改良区から次のとおり土地改

良事業の工事が完了した旨の届出があった。

平成１７年６月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１１９１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第１項

の規定により、西条市吉井土地改良区から次のとおり土地改

良事業の工事が完了した旨の届出があった。

平成１７年６月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１１９２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年６月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６．４

最大 ７．２

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １５

最大 ２０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １４

最大 １８

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．０

最大 ２．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２，８８０

最大 ３，４４５

備考 この他に、雨水排水口が２箇所ある。

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

県単独補助土地改良事業（
かんがい排水） 六反地上地区 平成１７年１月３１日

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

県単独補助土地改良事業（
かんがい排水） 昭和池地区 平成１７年３月２２日

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

県単独補助土地改良事業（
農道） 長溝地区 平成１７年３月１７日
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公 告

人事委員会規則

�愛媛県人事委員会規則１３－１５１
愛媛県に公平委員会の事務を委託している地方公共団体の

管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則を次の

ように定める。

平成１７年６月３日

愛媛県人事委員会

委員長 稲 瀬 道 和

愛媛県に公平委員会の事務を委託している地方公共団

体の管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する

規則

愛媛県に公平委員会の事務を委託している地方公共団体の

管理職員等の範囲を定める規則（愛媛県人事委員会規則１３－

１７）の一部を次のように改正する。

別表久万高原町の部町長部局の項職の欄中「総務課総務行

政課長補佐 企画財政課長補佐」を「総務課総務行政課長補

佐」に改め、同項中

病院 院長 事務局長 看護師長
「

を
」

病院 院長 事務局長 看護師長
看護師長心得

養護老人ホーム 施設長

「

に改

」

め、同表松前町の部町長部局の項同欄中「企画財政課長補佐

総務課長補佐」を「総務課長補佐 企画財政課専門員」に

改め、同表中山町の部、双海町の部及び保内町の部を削り、

同表伊方町の部を次のように改める。

伊方町 議会事務局 事務局長

町長部

局

本庁 課長 総務課長補佐

財政課長補佐 総

務課人事係長 財政

課財政係長

出先

機関

支所 総合支所長 課長

出張所 所長

診療所 診療所長

保育所 所長

教育委

員会

事務局 教育長 課長

教育

機関

小学校 校長 教頭

中学校 校長 教頭

農業委員会事務局 事務局長

別表瀬戸町の部及び三崎町の部を削り、同表松野町の部町

長部局の項職の欄中「総務課長補佐 総務課人事係長 総務

課財政係長」を「総務企画課長補佐 総務企画課人事係長

財政課財政係長」に改め、同表津島町の部町長部局の項同欄

中「財政課財政係長」を「政策推進課財政係長」に改め、同

項中

病院 院長 副院長 事務長 総
看護師長

「

を

」

病院 院長 副院長 事務長 総
看護師長

授産施設 施設長

「

に、

」

津島やすらぎの里 施設長
「

を
」

津島やすらぎの里 施設長

福祉会館 館長

「

に改

」

め、同表愛南町の部町長部局の項同欄中「総務課主幹 企画

財政課主幹 総務課長補佐」を「農業支援センター長 総務

課長補佐 企画財政課長補佐」に改め、同表愛媛県市町村職

員退職手当組合の部委託地方公共団体の欄中「愛媛県市町村

職員退職手当組合」を「愛媛県市町総合事務組合」に改め、

同表伊予郡養護老人ホーム組合の部を次のように改める。

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があ

ったので、同条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１７年６月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 多喜浜泉川線
新居浜市郷四丁目甲３７番３から

同市郷四丁目甲２４番１１まで
平成１７年６月３日

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１７年５月２５日
特定非営利活動法人
愛媛住まいづくり研究所住宅
総合相談センター

猪 田 佳 月 松山市和泉北二丁目２番１８号
この法人は、住宅に関連する問題を抱えて
いる消費者に対して、総合的に相談に乗り
、問題解決に必要な専門家を紹介する事業
や、住宅のいろいろな情報を提供する為の
各種講座を開設、運営する事業を行い、消
費者保護に寄与することを目的とする。
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公安委員会告示

雑 報

伊予市・伊
予郡養護老
人ホーム組
合

養護老人ホ
ーム和楽園

園長

別表八幡浜市保内町共立青石中学校組合の部を削る。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県公安委員会告示第９号
指定団体から次のとおり住所の変更の届出があったので、

自転車の防犯登録を行う者の指定に関する規則（平成６年国

家公安委員会規則第１２号）第１１条第１項の規定に基づき、次

のとおり公示する。

平成１７年６月３日

愛媛県公安委員会委員長 � 村 典 子

�公 告

宅地建物取引主任者資格試験の実施について

宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）第１６条の２第

１項の規定による愛媛県知事の委任に係る平成１７年度宅地建

物取引主任者資格試験を次のとおり実施する。

平成１７年６月３日

財団法人 不動産適正取引推進機構

理事長 小野 �久
１ 試験の日時

平成１７年１０月１６日（日）午後１時から午後３時まで

ただし、宅地建物取引業法第１６条第３項の規定により、

国土交通大臣の登録を受けた者が行う講習を受講し修了試

験に合格した者で、試験の一部免除を受けようとする者に

ついては、午後１時１０分から午後３時まで

２ 試験の場所

受験申込みの受付の際に指定する。

３ 受験資格

年齢、性別、学歴等に関係なく、だれでも受験すること

ができる。

４ 受験申込み

� 郵送又は持参による申込み

ア 試験案内及び受験申込書の配布

� 配布期間

平成１７年７月１日（金）から同年７月２９日（金）

まで（ただし、土曜日、日曜日及び休日を除く。）

の午前９時３０分から午後４時３０分まで。

� 配布場所

社団法人愛媛県宅地建物取引業協会本部（松山市

平和通六丁目５番地１愛媛不動産会館２階）及び各

支部（所在については、本部に照会すること。）

なお、郵送により受験申込書を請求する場合は、

封筒の表に「宅地建物取引主任者資格試験申込書請

求」と朱書し、所要の郵便切手を貼ったあて先記入

の返信用封筒を同協会本部へ送付すること。

イ 申込期間

� 郵送申込みの場合

平成１７年７月１日（金）から同年７月２９日（金）

までの日付けの消印のあるものに限り有効とする。

� 持参申込みの場合

平成１７年７月２５日（月）から同年７月２９日（金）

までの期間で、午前９時３０分から午後４時３０分まで

。ただし、正午から午後１時までは除く。

ウ 受験手数料

７，０００円

エ 郵送先又は提出先

� 郵送申込みの場合

社団法人愛媛県宅地建物取引業協会本部（松山市

平和通六丁目５番地１愛媛不動産会館４階）あて簡

易書留郵便又は配達記録郵便で提出すること。

� 持参申込みの場合

社団法人愛媛県宅地建物取引業協会本部（松山市

平和通六丁目５番地１愛媛不動産会館４階）に提出

すること。

� インターネットによる申込み

ア 試験案内の掲載

� 掲載期間

平成１７年６月１７日（金）から平成１７年７月２５日（

月）まで

� 掲載場所

財団法人不動産適正取引推進機構のホームページ

（http：／／www.retio.or.jp）
イ 申込期間

平成１７年７月１日（金）午前９時３０分から平成１７年

７月１４日（木）午後９時５９分まで

ウ 受験手数料

７，０００円

財団法人不動産適正取引推進機構が指定したクレジ

ットカードにより又はコンビニエンスストアより納入

する（事務手数料は、本人負担とする。）。

５ 合格発表

平成１７年１１月３０日（水）

６ 問い合わせ先

社団法人愛媛県宅地建物取引業協会本部

〒７９０―０８０７ 松山市平和通六丁目５番地１

愛媛不動産会館２階

ＴＥＬ （０８９）９４３―２１８４

名 称 届出事項 変 更 前 変 更 後 変 更
年 月 日

社団法人愛媛県防
犯協会連合会 住 所

愛媛県松山
市南堀端町
２番地２

愛媛県松山
市石手五丁
目７番８号

平成１７年
２月１日

平成１７年６月３日 印刷
平成１７年６月３日 発行

購読料（送料共） １箇月１，７５０円６１８
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